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平
成
28
年
度

　
　
決
算
報
告

　

歳
入
決
算
額
は
、
58
億
１
５
１
２

万
７
２
２
０
円
で
、
前
年
度
に
比
べ

１
億
４
１
７
５
万
８
９
８
６
円（
２
・

４
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
自

主
財
源
に
つ
い
て
は
、
繰
越
金
が

１
億
３
７
１
０
万
円（
97
・
３
％
）の

増
額
と
な
り
ま
し
た
。
依
存
財
源
に

つ
い
て
は
、
地
方
消
費
税
交
付
金
が

２
９
６
６
万
円（
11
・
１
％
）の
減
額
、

町
債
が
臨
時
財
政
対
策
債
の
減
に
よ

り
、
２
８
６
０
万
円
（
８
・
８
％
）
の

減
額
、
国
庫
支
出
金
が
地
域
住
民
生

活
等
緊
急
支
援
交
付
金
の
減
な
ど
に

よ
り
、
５
３
４
２
万
円(

７
・
８
％)

の
減
額
、
県
支
出
金
が
保
育
所
緊

急
整
備
事
業
の
完
了
な
ど
に
よ
り
、

６
４
９
３
万
円(

13
・
１
％
）
の
減

額
と
な
り
ま
し
た
。

58 億 1,512 万 7,220 円歳入
　

平
成
28
年
度
の
歳
入
歳
出
決
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

町民1人当たりの町税
（納税額）

10万8,446円
　（前年度比 91 円増）

平成 29 年４月１日現在　
人口１万 5,517 人で計算

一  

般  

会  

計

問
総
務
企
画
課  

財
政
係　

☎
52
‐
５
８
０
３

　

歳
出
決
算
額
は
、
56
億
９
６
０
２

万
５
１
９
９
円
で
、
前
年
度
に
比

べ
１
７
１
１
万
１
７
３
９
円
（
０
・

３
％
）
の
増
額
に
な
り
ま
し
た
。
主

な
も
の
は
、
土
木
費
が
道
路
橋
梁
長

寿
命
化
計
画
策
定
事
業
費
の
増
な

ど
に
よ
り
、
１
億
１
０
０
５
万
円

（
22
・
３
％
）
の
増
額
と
な
り
ま
し

た
。
一
方
で
、
教
育
費
は
西
田
布
施

公
民
館
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入

事
業
、
小
学
校
屋
内
運
動
場
非
構
造

部
材
耐
震
化
事
業
の
完
了
な
ど
に
よ

り
、１
億
３
３
０
６
万
円（
20
・
３
％
）

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

0.0000

93333.3359

186666.6718

280000.0077

373333.3436

466666.6795

560000.0154 町　税    16 億 8,276 万円（28.9％）

国庫支出金   6 億 2,866 万円（10.8％）

地方消費税交付金 2 億 3,705 万円（4.1％）

地方交付税  

繰越金　  2 億 7,797 万円（4.8％）

町　債      2 億 9,720 万円（5.1％）

県支出金     4 億 2,918 万円（7.4％）

繰入金 　　　2,500 万円（0.4％）
その他　　　  8,472 万円（1.5％）

その他　  　　3,414 万円（0.6％）

地方譲与税　  　5,448 万円（0.9％）

分担金・負担金　　 7,666 万円（1.3％）

諸収入　　       6,828 万円（1.2％）

依
存
財
源
（
61
・
９
％
）

自
主
財
源
（
38
・
１
％
）

町税

地方

県支

国庫

町債

   

　　　　　  19 億 1,903 万円（33.0％）

歳
入

歳
出

　

平
成
28
年
度
の
決
算
額
は
、
地
方
創
生
関
連
の
交
付
金
の
減
や
保
育

所
緊
急
整
備
事
業
の
完
了
に
伴
い
国
庫
支
出
金
や
県
支
出
金
が
減
額
と

な
っ
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
歳
入
は
前
年
度
を
下
回
り
ま
し
た
。
一
方
、

道
路
橋
梁
長
寿
命
化
計
画
策
定
事
業
費
の
増
に
よ
る
土
木
費
の
増
額
な

ど
に
よ
り
、
歳
出
は
前
年
度
を
上
回
り
ま
し
た
。
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一般会計の主な事業（事業名および事業費）

広報たぶせNo.973

▲

ふ
る
さ
と
詩
情
公
園

区分 科　　目 28 年度 27 年度 増減率

自 

主 

財 

源

町 税 168,276 169,586 ▲ 0.8%

繰 越 金 27,797 14,087 97.3%

分担金・負担金 7,666 8,592 ▲ 10.8%

諸 収 入 6,828 5,010 36.3%

繰 入 金 2,500 5,000 ▲ 50.0%
そ の 他 8,472 8,909 ▲ 4.9%

依 

存 

財 

源

地 方 交 付 税 191,903 197,031 ▲ 2.6%

国 庫 支 出 金 62,866 68,208 ▲ 7.8%

県 支 出 金 42,918 49,411 ▲ 13.1%

町 債 29,720 32,580 ▲ 8.8%

地方消費税交付金 23,705 26,671 ▲ 11.1%

地 方 譲 与 税 5,448 5,922 ▲ 8.0%

そ の 他 3,414 4,682 ▲ 27.1%

計 581,513 595,689 ▲ 2.4%

■歳入
科　　目 28 年度 27 年度 増減率

民 生 費 187,383 191,433 ▲ 2.1%

総 務 費 89,144 87,853 1.5%

公 債 費 74,983 73,295 2.3%

土 木 費 60,370 49,365 22.3%

教 育 費 52,261 65,566 ▲20.3%

衛 生 費 43,741 43,074 1.5%

消 防 費 26,345 23,166 13.7%

農林水産業費 19,680 19,854 ▲ 0.9%

議 会 費 7,677 8,270 ▲ 7.2%

商 工 費 5,390 5,023 7.3%

災害復旧費 2,307 676 241.3%

労 働 費 318 312 1.9%

諸 支 出 金 4 4 0.0%

計 569,603 567,891 0.3%

■社会福祉	 	

臨時福祉給付金事業	 6,595 万円

■高齢者福祉

介護予防・生活支援事業	 1,042 万円

■障害者支援	 	

障害者総合支援事業	 2 億　728 万円

（介護・訓練などの給付）

重度心身障害者医療費助成事業	 6,762 万円

■子育て支援	 	

児童手当	 2 億 3,138 万円	

乳幼児医療費助成事業	 1,488 万円

児童クラブ運営事業	 1,962 万円

■環境・保健		

ワクチン予防接種補助事業	 4,175 万円

合併浄化槽設置整備事業	 837 万円

■農林水産		

尾津漁港海岸保全事業	 1,788 万円

中山間地域総合整備事業	 2,200 万円

■土木		

ふるさと詩情公園整備事業	 1,270 万円

道路橋梁長寿命化計画策定事業	 3,157 万円

■教育	

第１体育館太陽光パネル等設置事業	 2,989 万円

■一部事務組合負担金

光地区消防組合負担金	 2 億 1,638 万円

熊南総合事務組合負担金	 8,877 万円

周東環境衛生組合負担金	 8,847 万円

56 億 9,602 万 5,199 円

■歳出 （単位：万円）

歳出

（単位：万円）

93333.3359

186666.6718

280000.0077

373333.3436

466666.6795

560000.0154民生費   18 億 7,383 万円（32.9％）

土木費　 6 億　370 万円（10.6％）

総務費　 8 億 9,144 万円（15.7％）

公債費　 7 億 4,983 万円（13.1％）

衛生費　 4 億 3,741 万円（7.7％）

教育費　 5 億 2,261 万円（9.2％）

消防費　 2 億 6,345 万円（4.6％）
その他　 3 億 5,376 万円（6.2％）

※「その他」の内訳
農林水産業費 1 億 9,680 万円（3.5％）
議会費 7,677 万円（1.3％）
商工費 5,390 万円（0.9％）
災害復旧費 2,307 万円（0.4％）
労働費 318 万円（0.1％）
諸支出金 4 万円（0.0％）

民生

総務

公債

教育

土木

衛生

その他
消防

決算額の対前年度比較
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区　　分 決　算　額（構成比）
対前年度

増減率

人 件 費 10億6,439万円（18.7%） 0.5%

繰 出 金 10億　449万円（17.6%） 3.2%

扶 助 費 　9億5,547万円（16.8%） 1.8%

物 件 費 　7億5,602万円（13.3%） 4.8%

公 債 費 　7億4,983万円（13.1%） 2.3%

補 助 費 等 　7億2,848万円（12.8%） 2.3%

投 資 的 経 費 　2億9,062万円（5.1%） ▲ 36.4%

積 立 金 　1億　528万円（1.8%） 107.4%

維 持 補 修 費 　　　3,810万円（0.7%） 40.6%

投資・出資・貸付金 　　　   335万円（0.1%） ▲ 39.7%

合 計 56億9,603万円（100.0%） 0.3%

歳出の性質別による内訳（一般会計）

会　計　名 歳　入 歳　出

国 民 健 康 保 険 23億2,528万円 22億1,282万円

下 水 道 事 業 8億2,557万円 8億2,505万円

介 護 保 険 14億6,486万円 14億5,019万円

後期高齢者医療 2億4,586万円 2億4,576万円

　歳出を性質別にみると、物件費は道路橋梁長寿命化
計画策定事業費や情報セキュリティ強化対策事業費、
繰出金は下水道事業特別会計繰出金、積立金は財政基
金積立金の増により、それぞれ増額となりました。ま
た、投資的経費は保育所緊急整備事業、西田布施公民
館再生可能エネルギー導入事業、小学校屋内運動場非
構造部材耐震化事業の完了などにより、減額となりま
した。

財
政
健
全
化
比
率

特別会計決算

一
般
会
計
か
ら
の

繰
入
金

会　計　名 繰　入　額

国 民 健 康 保 険 1億6,706万円

下 水 道 事 業 3億5,680万円

介 護 保 険 2億4,266万円

後期高齢者医療 6,853万円

一般会計から特別会計への繰入金
総額 8 億 3,505 万円

　特別会計歳入決算額のうち一般会計からの繰
入金は、総額8億3,505万円となりました。
　各会計の繰入額は、下表のとおりです。

※国民健康保険会計以外の特別会計において、歳入、歳出
が前年度に比べて増となりました。

27 年度　0.451
26 年度　0.445

27 年度　93.1%
26 年度　97.9%

　
『
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
』
に
よ
り
、

平
成
28
年
度
決
算
に
お
け
る
財
政
健
全
化
比
率
を
算
定
し
ま
し
た
の

で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

財
政
健
全
化
比
率
は
、一
般
会
計
な
ど
に
つ
い
て
は
４
つ
の
指
標
、

上
下
水
道
な
ど
の
企
業
会
計
に
つ
い
て
は『
資
金
不
足
比
率
』に
よ
っ

て
財
政
の
健
全
度
を
は
か
る
も
の
で
、
今
年
度
も
、
田
布
施
町
と
公

営
企
業
に
係
る
比
率
す
べ
て
で
基
準
を
下
回
る（
該
当
な
し
を
含
む
）

と
と
も
に
、
実
質
公
債
費
比
率
、
将
来
負
担
比
率
に
つ
い
て
は
昨
年

度
よ
り
も
比
率
は
低
下
し
ま
し
た
。

　

今
後
と
も
財
政
の
健
全
化
を
進
め
、
比
率
の
改
善
に
向
け
て
取
り

組
み
ま
す
。

財政力指数

0.456

標準的な財政運営を行うた
めに必要とされる一般財源
額に対して、実際に地方税
などの収入額がどの程度あ
るかを示します。1.0 を下
回った場合は普通交付税が
交付され、この指数が低い
ほど地方税の収入能力は低
く、交付税への依存度が高
いといえます。

経常収支比率

97.4％

地方税や交付税など毎年収
入が見込まれるような一般
財源を、人件費、扶助費、
公債費など毎年支出される
ような経費にどの程度使わ
れたかを表します。この数
値が高いと自由に使えるお
金が少ないこととなり、財
政構造の硬直化が進んでい
るとされます。
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基　金　名 28 年度末

財 政 基 金 8億　923万円

減 債 基 金 2,615万円

公 共 施 設 整 備 基 金 2億7,566万円

土 地 開 発 基 金 2億3,833万円

そ の 他 基 金 1億6,563万円

　 合 計 　 15億1,500万円

会　計　名 28 年度末

一 般 会 計 60億　276万円

特 別 会 計（ 下 水 道 事 業 ） 50億7,377万円

　 合 計 　 110億7,653万円

8

10

12

14

16

28 年度27 年度26 年度25 年度24 年度

億円

13億 8,682 万円
14 億 1,854 万円

14 億 5,579 万円 14 億 4,262 万円
15 億 1,500 万円

110

120

130

28 年度27 年度26 年度25 年度24 年度

億円

124 億 1,914 万円

121 億 5,297 万円

119 億 5,034 万円

115 億 4,185 万円

110 億 7,653 万円

基　金町　債

　町民１人当たりの
　　　　　　　町債残高

71万3,832円
　（前年度比  2 万 3,619 円減）

　町民１人当たりの
　　　　　　　基金残高

9万7,635円
　　　（前年度比  5,461円増）

※平成 29 年４月１日現在　田布施町人口１万 5,517 人で計算（住民基本台帳）

基金合計額の推移町債合計額の推移

27 年度　数値なし
26 年度　数値なし

実質赤字比率

ともに数値なし（黒字）

実質赤字比率は、一般会
計などの赤字額が自由に
使える一般財源の額など
に占める割合
【早期健全化基準 15％】

連結実質赤字比率

連結実質赤字比率は、す
べての会計の赤字額が自
由に使える一般財源の額
などに占める割合
【早期健全化基準 20％】

27 年度　13.6％
26 年度　14.2％

実質公債費比率

13.1％

その年度の公債費や関連
団体の債務返済額などが
自由に使える一般財源の
額などに占める割合
【早期健全化基準 25％】

27 年度　96.6％　
26 年度　114.7％

将来負担比率

84.9％

すべての会計、関連団体
を含めた債務残高が自由
に使える一般財源の額な
どに占める割合

【早期健全化基準 350％】

組合等負担見込額の数値
の補正に伴い、将来負担
比率を修正しました。
（修正前）
27年度　 96.3%
26 年度　114.4%

資金不足比率

数値なし（黒字）

公営企業（田布施町公共
下水道事業、田布施・平
生水道企業団、柳井地域
広域水道企業団、熊南総
合事務組合（馬島・佐合
島航路事業））の運営資金
の不足額（赤字など）が事
業規模に占める割合
【経営健全化基準 20％】

財 政 健 全 化 判 断 比 率

27 年度　数値なし
26 年度　数値なし

※前年度決算剰余金の増により、基金残高は前年度よりも増額と
なりました。

※定期償還の進展などにより、一般会計（▲ 3 億 6,913 万円）、下
水道事業特別会計（▲ 9,619 万円）ともに前年度よりも減額とな
りました。


